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岩見沢市子ども・子ども子育て会議 

岩見沢市子ども・子育て会議は、市が策定を進めている令和２年度から

令和６年度までの５年間を計画期間とする第２期岩見沢市子ども・子育て

支援事業計画の内容等に係る令和元年７月 29 日の諮問に対して、子育て

中の保護者に対するアンケート調査ならびに一般市民からの意見、児童虐

待防止及び子どもの貧困対策を目的とする子どもの安全と安心に係る専

門部会の意見などを参考に案をまとめました。 
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1 

１ 計画の策定にあたって 

（１）少子化のようす 

①我が国の少子化対策 

我が国は少子化の進行や出生率の長期的な低下が進み、平成 29 年の合計特殊出生率は 1.43

まで回復したものの、本市においては未だ 1.30 を下回っています。少子化は社会保障をはじ

め、社会経済全体に急速な構造的変化をもたらし、深刻な影響を与えるだけでなく、子ども

たちが健やかに育つ環境を形成するうえでも大きな課題となっています。  

本格的な人口減少社会が到来する中で、家庭や地域における子育て力・教育力の低下や保

育ニーズの多様化など、解決すべき課題が数多く残されています。こうした中、社会全体で

子どもの健やかな成長や子育てを支援するための新たな仕組みを構築し、質の高い幼児期の

学校教育・保育の総合的な提供、保育の量的拡大、地域の子ども・子育て支援の充実を推進

するための「子ども・子育て関連３法」が平成 24 年に成立しました。これら３法に基づく子

ども・子育て支援新制度では、市町村を実施主体として「子ども・子育て支援事業計画」の

策定を義務付け、計画的に子ども・子育て支援の充実を図ることとしています。  

第１期計画の策定後には、子ども・子育て支援法の改正や「ニッポン一億総活躍プラン」

の閣議決定等を踏まえ、平成 29 年６月に国から「子育て安心プラン」が発表され、『待機児

童の解消』、『女性の就業率の向上（Ｍ字カーブの解消）』、『保育の受け皿の拡大と質の確保、

保育人材の確保』、『保護者への「寄り添う支援」の普及促進』といった方向性が打ち出され

ています。 

我が国の総人口及び人口構造の推移と見通し 

 

資料：内閣府「令和元年版少子化社会対策白書」 
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②岩見沢市における少子化の状況 

岩見沢市の総人口（年齢不詳を除く）は、減少傾向が続いており、平成 27 年の時点で 84,334

人となっています。昭和 60 年と平成 27 年を比較すると総人口は約 11,000 人減少していま

す。中でも、０～14 歳人口は減少、65 歳以上は増加が続いており、いわゆる少子高齢化が進

行している状態です。  

年齢３区分別人口比の推移をみると、高齢化率（65 歳以上人口が総人口に占める割合）は

30％を超えていますが、０～14 歳は総人口の 10％にとどまっています。 

 

総人口と年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（年齢不詳を除く） 

 

年齢３区分別人口比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（年齢不詳を除く） 
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③岩見沢市における女性の就業率 

女性の就業率（15 歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合）は、結

婚・出産期に当たる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するという、いわ

ゆるＭ字カーブを描くことが知られており、近年、Ｍ字の谷の部分が浅くなってきています。  

岩見沢市における女性の就業率においても、平成 7 年から平成 17 年にかけては、M 字カ

ーブを描いていましたが、平成 27 年にはほぼ平らの形となり、子どもを産む可能性が高い 25

～39 歳でも高い就業率を維持するようになりました。  

また、有配偶者における就業率の推移をみても、すべての年齢で上昇しており、年齢にか

かわらず働く女性が増えています。  

 

女性の就業率 

 

  

 

 

  

 

 

 

  

 

 

資料：国勢調査 

 

子育て期における女性（有配偶者）の就業率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（２）岩見沢市における第２期計画の策定 

岩見沢市では、子育て支援施策の総合的な計画として、平成 22 年に「いわみざわ次世代育

成支援後期行動計画」、平成 27 年には子ども・子育て支援法に基づく「第１期岩見沢市子ど

も・子育てプラン（岩見沢市子ども・子育て支援事業計画）」を策定し、子どもの成長と子育

て支援に向けた各種の施策を実施してきました。  

「第２期岩見沢市子ども・子育てプラン（第２期岩見沢市子ども・子育て支援事業計画）」

は、第１期計画策定後の法制度の改正、ニッポン一億総活躍プラン、子育て安心プランの内

容や方向性を踏まえ、さらなる少子化の進行の現状や、女性の就業率の上昇を目標とした国

の施策を反映しながら、第１期計画を継承した新たな第２期計画（令和２年度～令和６年度）

を策定するものです。  

 

① 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画、次

世代育成支援対策推進法第８条に基づく市町村行動計画、子どもの貧困対策の推進に関する

法律第９条第２項に基づく市町村計画「子どもの貧困対策推進計画」ならびに児童福祉法改

正に基づく市町村の責務と役割の明確化にともなう児童虐待対応の施策「児童虐待防止計画」

として位置づけます。  

また、上位計画である「第６期岩見沢市総合計画」（平成 30 年度～令和９年度）」との整合

を図るとともに、市の総合戦略や健康福祉・教育分野など各分野の関連計画、北海道で策定

中の第４期子ども未来計画ならびに第２期北海道子どもの貧困対策推進計画との関係にも留

意しています。 

 

②計画の期間 

本計画は、子ども・子育て支援法の規定に基づき、令和２年度から令和６年度までの５年

間を計画期間とします。  

 

② 計画の策定体制 

本計画は、子ども・子育て支援法第 77 条の規定に基づく「岩見沢市子ども・子育て会議」

の場で協議して策定します。同会議は、計画策定の後も本市の子ども・子育て支援に関する

施策の総合的かつ計画的な推進に関し、必要な事項及び施策の実施状況（計画の進捗管理）

について、調査・審議します。  

また、同会議とは別に子どもの安全と安心に関する具体的な協議を行うため、令和元年度

に専門部会を設置し、検討結果を計画内容に反映します。 
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④市民の意見の反映 

本計画の策定にあたり、子育て中の市民を対象に、子育てに関する意識やニーズ等の動向

を把握するため、令和元年７月に「第２期子ども・子育て支援計画策定のためのニーズ調査」、

広報７月号を通じて「子ども・子育てに関するアンケート調査」を実施しました。また、市

内事業所を対象に児童虐待リスクの高い家庭に関する状況調査も行い、それらから得られた

市民のニーズ等を計画内容に生かしています。  

さらに広範な市民の意見を反映させるため、令和元年 12 月にプランの素案概要を広く公表

し、意見を募集しています。 

 

○第２期子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査 

【調査期間】令和元年６月 29 日～７月 31 日 

【実施方法】就学前児童（０～５歳）の保護者ならびに小学生（１～６年生）の保護者か 

ら無作為抽出、郵送による配布・回収 

【回収結果】 

調査の種類 配布数 回収数 白票等 有効回収数 有効回収率 

① 就学前児童調査 1,500 685 15 670 44.7% 

②小学生調査 1,796 780 8 772 43.0% 

総 計 3,296 1,465 23 1,442 43.8% 

                     ※白票等には集計対象の期間を過ぎて提出された分を含む。 
 

○子ども・子育てに関するアンケート調査 

【調査期間】令和元年７月１日～８月９日 

【実施方法】市広報紙の折込ならびにホームページ上で実施。郵送、ファックスならびに

WEB による回収。 

【回収結果】286 件 

 

○虐待リスクの高い家庭に関するアンケート調査 

【調査期間】令和元年６月 25 日～７月 19 日 

【実施方法】市内の保育所、幼稚園、認定こども園、保健センター、保健所、児童発達支 

援事業所、産前産後ヘルパー事業委託事業所、計 54 事業所に郵送で実施。 

【回収結果】48 件（回収率 88.9％） 

 

○素案（概要）に対する意見募集 

【実施時期】令和元年 12 月 2 日～23 日 

【実施方法】教育委員会子ども課にて素案を配布、ホームページ上で公開 

【そ の 他】子ども・子育て支援セミナー(11 月 20 日)で、素案の骨子を説明 

【結  果】期間中の意見は 0 件、セミナー開催時の意見提出は８件   
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２ 岩見沢市の子育て支援の現状 

（１）就学前・小学生児童数の現状 

就学前児童（０～５歳）の人口は、平成 27 年度から平成 31 年度までの第１期プランの期

間中、3,321 人から 2,905 人に 416 人減少しています。 

また、小学生児童（６～11 歳）の人口は、第１期プランの期間中、3,755 人から 3,555 人

に 200 人減少しています。 

どちらの児童も減少傾向が続いており、こうした流れは今後も続くことが予想されます。  

 

就学前児童数（０～５歳）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

 

小学生児童数（６～11 歳）の推移 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 
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（２）市内幼稚園の現状 

市内幼稚園は、第１期プランの当初、公立１園を含めて６園、合せて 1,065 名の定員があ

りましたが、第１期の期間中、公立１園が閉園、学校法人立の５園は、すべて新制度幼稚園

に移行し、実態に即して利用定員を定めています。また、期間中には２か所の保育所型認定

こども園が誕生しています。  

その結果、令和元年５月現在、子ども・子育て支援法に基づく幼稚園枠（１号認定）に相

当する施設定員は、822 名となっています。  

また、１号認定の在園児数は、令和元年５月現在、774 人であり、利用定員の約 94％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）認可保育所と入所児童の現状 

①入所状況 

平成 27 年４月時点で、公立・私立の社会福祉法人立を合わせた認可保育所の定員は 1,020

名、平均の入所率は 104％でした。 

この５年間で新たに３か所の小規模保育所、２か所の保育所型認定こども園が誕生し、平

成 31 年４月現在の認可保育所の定員は、1,122 人に増加しています。  

また、入所率は 106％であり、第１期プラン当初とほぼ同水準となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼稚園の状況（R1.5.1 現在） 

種別 施設名 定員 入園状況 実施の保育事業など 

幼稚園 

岩見沢天使幼稚園 105 97 

・夏休み、冬休み、春休み期間
を含めた預かり保育 

・未就園児が親子で集う広場な
ども実施 

よいこのくに幼稚園 150 148 

岩見沢めぐみ幼稚園 210 228 

岩見沢聖十字幼稚園 120 120 

駒沢幼稚園 210 166 

こども園 
岩見沢ひがし認定こども園（１号） 12 10 

栗沢認定こども園（１号） 15 5 

 計 822 774   入園率 94％ 

 
 

認可保育所と入所児童の状況（H31.4.1 現在） 

種別 施設名 定員 入所状況 備考 

認可保育所 
（こども園含む） 

ふれあい子どもセンター 90 59 公立 

栗沢認定こども園(２・３号) 45 45 公立 

なかよし保育園 60 74 私立 

みその保育園 60 73 〃 

日の出保育園 90 102 〃 

みなみ保育園 90 99 〃 

あかしや保育園 60 65 〃 

さくらぎ保育園 60 59 〃 

西保育園 90 98 〃 

幌向保育園 90 92 〃 

中央保育園 90 95 〃 

志文保育園 60 67 〃 

みどり保育園 60 71 〃 

ひまわり保育園 60 71 〃 

岩見沢ひがし認定こども園（２・３号） 60 67 〃 

小委規模保育施設 

ぽけっと 19 19 〃 

こっころつぼみ保育園 19 19 〃 

わくわく保育園 19 18 〃 

 計 1,122 1,193 入所率 106％ 

 
 

 

 

 



 

8 

②待機児童 

第１期プランの期間中、保育所に入所できていない待機児童はいない状況ですが、０歳児

から２歳児の入所希望などが増加し、希望する保育所に入所できない、いわゆる潜在待機が

増加しています。 

その数は、平成 29 年 10 月に 59 名に達した後、翌年 30 年４月になっても依然として 33

名にのぼっている状態が続きましたが、平成 31 年４月に前年度当初の半数以下、15 名に減

少したものの毎月徐々に増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）認可外保育施設等の現状 

へき地保育所は、第１期プランの当初と比較すると、上幌向、北村豊正の２園が閉園し、

現在は北村地区２園、美流渡１園となっています。  

認可外保育施設は、第１期プランの期間中、栗沢保育園、ひよこクラブ、たよれーる保育

園などが閉園し、現在は３園に、事業所内保育所も１園が閉園しています。  

一方で、期間中、新たに企業主導型保育施設として、２園が開設されています。  
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人 潜在待機の推移（H27-H31,各年4月1日現在）

H27 H28 H29 H30 H31

認可外保育施設等の状況 

種別 施設名 備考 

へき地保育所 

北村中央保育所 公立、通年 

北村幌達布保育所 公立、夏期 

美流渡保育所なかよし園 公立、通年 

認可外保育施設 

特定非営利活動法人七条保育所 私立 

こっころ保育園 〃 

特定非営利活動法人ファミリーサポート聖十字広場  
わくわくの杜 

〃 

事業所内保育施設 

乳幼児保育クラブぞうさん岩見沢中央ルーム 〃 

野宮病院保育所ほのぼの 〃 

岩見沢市立総合病院院内保育園（ゆあみっ子） 公立 

企業主導型保育施設 
岩見沢恵比寿保育園 私立 

あおぞら保育園 〃 

 



 

9 

（５）市内児童館と留守家庭児童対策の現状 

市内児童館については、第１期プランの期間中に、予定した耐震改修、改築が完了してい

ます。 

一番新しい児童館は、中央小学校の移転に合わせて学校隣接地に改築した稲穂児童館であ

り、平成 31 年 1 月から供用を開始しています。  

放課後児童クラブについては、第１期プランの期間中、子ども・子育て支援法に基づく適

正な利用定員と活動面積を確保するための新たな場所の確保、指導員の増員に取り組み、平

成 30 年４月から児童館のほか、学校の余裕教室などを使って全 21 か所で開設しています。  

利用定員については、40 人を１単位とし、週に何日利用を希望しているかの平均を示した

平均登録児童数は、913.14 人であり、施設全体の利用定員 1,000 人に対して、ニーズを満た

す施設が確保できています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）児童療育の現状 

児童療育については、学校における特別支援教育、教育委員会が設置している幼児ことば

の教室、子育て総合支援センターのほか、民間の障がい児通所支援事業所の活動を通して取

り組んでいます。 

通所支援事業所では、未就学児対象の児童発達支援事業、就学児対象の放課後等デイサー

ビスの設置に取り組み、第１期計画の当初は、４～５か所でしたが、令和元年９月現在、市

内 15 か所に増加しています。  

放課後児童クラブ（公立）の利用状況（H30 年度実績） 

クラブ名 利用定員 平均登録児童数 利用児童数/日 うち留守家庭児童数/日 

日 の 出 児 童 館 40 34.41 19.69 16.32 

鉄 北 児 童 館 40 98.67 64.57 52.70 

春 日 児 童 館 40 43.92 30.36 21.42 

美 園 児 童 館 80 72.67 68.39 43.08 

志 文 児 童 館 40 45.17 36.29 22.91 

幌 向 児 童 館 40 26.69 26.69 11.85 

利 根 別 児 童 館 40 36.65 28.59 19.09 

東 ・ 栄 児 童 館 40 41.68 39.00 24.90 

稲 穂 児 童 館 80 66.66 49.95 39.42 

上 幌 向 児 童 館 40 29.80 25.33 14.75 

中 央 児 童 館 40 44.05 36.24 28.21 

北 真 児 童 館 40 59.76 41.16 37.89 

美 園 放 課 後 児 童 ク ラ ブ 40 35.89 20.17 20.17 

北 村 の び の び ク ラ ブ 80 64.28 25.37 25.37 

日 の 出 小 放 課 後 児 童 ク ラ ブ 40 26.30 15.00 15.00 

幌 向 小 放 課 後 児 童 ク ラ ブ 40 17.17 9.17 9.17 

東 小 放 課 後 児 童 ク ラ ブ 40 28.09 15.12 15.12 

栗 沢 小 放 課 後 児 童 ク ラ ブ 40 12.74 8.57 8.57 

鉄 北 放 課 後 児 童 ク ラ ブ 80 50.37 24.68 24.68 

志 文 放 課 後 児 童 ク ラ ブ 40 27.49 17.76 17.76 

来 夢 2 1 子 ど も 館 40 50.68 26.81 26.81 

計 1,000 913.14 28.76(平均) 22.37(平均) 
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（７）育児困難家庭の支援と児童虐待の防止 

育児困難家庭、児童虐待に対しては、子育て総合支援センターが中心となり設置している

要保護児童対策地域協議会の場で、関係者が集まり具体的な支援策について協議しています。 

令和元年７月に実施した子育て家庭と関わりが深い事業所に対するアンケート調査の結果

によれば、「虐待リスクが高いと思われる家庭に接することがよくある、時々ある」という回

答が約半数あり、第１期プラン策定時と比べて 11 ポイント増加しています。  

また、虐待リスクが高いと思われる家庭の特徴は、「家の中が汚い、又は子どもが不潔であ

る」「発達の遅れが感じられるが、受入れようとしない」「気持ちが変わりやすく機嫌の良し

悪しの幅が大きい」などとなっています。  

市や地域、団体等がすべき取り組みは、「児童相談所・警察・子育て支援センターなどの連

携」「市と地域・団体等との情報共有」などとなっており、虐待リスクが高いと思われる家庭

により一層充実した取り組みが求められる状況になっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通所支援事業所（R1.12） 

施設名 所在地 実施事業 

オ レ ン ジ ハ ウ ス 緑が丘３丁目 児童発達支援、放課後等デイサービス 

奏 《 か な で 》 志文町 〃 

コ ビ ト ハ ウ ス 緑が丘３丁目 〃 

こ ん ぱ す 東山 10 丁目 放課後等デイサービス 

た よ れ ー る 北２条西 11 丁目 児童発達支援、放課後等デイサービス 

つ み き 園 11 条西３丁目 〃 

に じ い ろ ひ ろ ば 東山町 〃 

ハ ウ ル の 丘 岩 見 沢 大和１条６丁目 〃 

ひ か り 岩 見 沢 幌向北２条 〃 

び ～ ず ７条東 13 丁目 〃 

び ～ ず ２ 大和１条７丁目 放課後等デイサービス 

岩 見 沢 友 愛 Ⅱ 緑が丘２丁目 児童発達支援、放課後等デイサービス 

ラ ブ ア リ ス 岩 見 沢 西 ８条西 17 丁目 〃 

ラ ブ ア リ ス 岩 見 沢 東 ５条東 15 丁目 〃 

り り ～ ぶ ９条東５丁目 放課後等デイサービス 

 

よくある

14.6%

時々ある

31.3%
ほとんど無い

31.3%

無い

20.8%

無回答

2.1%

事業所調査（2019.7）n=45

よくある

9.3%

時々ある

25.6%

ほとんど無い

25.6%

無い

39.5%

事業所調査（2014.2）n=43
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（８）子どもの経済的な状況 

子どもの貧困は様々な要因が絡み合い、連鎖するといわれております。国ではそうした連

鎖を断ち切るための方策として、平成 26 年に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が制

定され、基本方針や重点施策をまとめた大綱を打ち出してしております。  

本市においても、子どもの生活実態を把握するため、令和元年７月に実施したニーズ調査

と合わせて、世帯収入、子どもの体験活動などについて調査いたしました。  

その結果、就学前児童をもつ世帯の収入は、全体の約 30%は年収 400 万円未満であり、約

7%は年収 200 万円未満となっています。また、世帯年収 200 万円未満の約半数はひとり親

世帯となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同じく、小学生をもつ世帯の収入は、全体の約 25％が年収 400 万円未満であり、200 万円

未満の世帯が５％以上を占めています。これらの世帯では、家族旅行に行くなどの体験機会

が、金銭的理由もしくは時間的理由で「ない」場合が全体（平均）に比べて高い状況です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.9

22.7

39.4

16.7

10.0

4.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800万円以上

無回答

（％）

（世帯年収）

世帯収入の合計額（就学前児童）n=670

92.2

47.8

92.1

96.2

98.2

100.0

7.6

50.0

7.9

3.8

1.8

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800万円以上

回答者の配偶関係（就学前、世帯年収別）n=670

配偶者がいる 配偶者がいない 無回答

5.4

19.7

31.9

25.6

14.9

2.5

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800万円以上

無回答

（％）

（世帯年収）

世帯収入の合計額（小学生）n=772

76.3

54.8

61.8

78.0

84.8

87.0

9.5

31.0

16.4

11.0

2.0

1.7

8.9

7.1

12.5

6.9

9.1

7.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800万円以上

（％）

（世帯年収）

体験機会：家族旅行に行く（小学生） n=772

ある ない（金銭的な理由）

ない（時間の制約） ない（その他の理由）

無回答
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３ 第１期子ども・子育てプランの評価と課題 

第１期プランが対象とする子育て支援に関する 84 事業を評価すると、一部成果の得られな

いものが２事業、計画期間中に終了した１事業を除き、81 事業は計画通りの成果が得られて

います。 

これらを踏まえ、第１期子ども・子育てプランの実施期間中の主な課題は、次の４点に整

理できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１期プランの成果、課題を踏まえ、第２期プランに向けた重点課題として、保護者の働

き方の変化に柔軟に対応できる子育て支援事業の充実のほか、貧困対策を含めた子どもの安

全と安心を守る観点の施策が重要となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 児童数の減少が大きく進み、へき地保育所など保育施設の廃止なども進みました。 

 子どもを持つ女性の就労が進み、０歳から２歳児の保育ニーズが増え、それに対応した小規模

保育施設、保護者の働き方が変わっても子どもを同じ施設に預けることができる認定こども園が誕

生しました。 

 地域子ども・子育て支援事業としては、期間中に新たにショートステイ、病児・病後児保育、放

課後児童クラブでの高学年受入、ファミリー・サポート・センターの設置などが計画通りに進んだ一

方で、まちなかでの一時預かり事業など一部で計画を達成できない事業もありました。 

 そのほか、期間中に顕在化した子どもの貧困、児童虐待防止などに対するより実効性の高い施

策が望まれる状況が生まれました。 

第１期プランの各種事業 
 

１ 地域子ども・子育て支援事業  

（１）利用者支援  

（２）時間外保育事業                              休日保育事業など計２事業 

（３）放課後児童健全育成事業                      放課後児童クラブなど計２事業 

（４）子育て短期支援事業（ショートステイ）  

（５）乳児全戸訪問事業                            保健推進員活動など計３事業 

（６）養育支援訪問事業および要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する支援に資する事業  

 チャイルドホットラインなど計３事業  

（７）地域子育て支援拠点事業                       地域子育て支援センター事業など計５事業 

（８）一時預かり事業                               認可保育所で実施している一時預かり事業など計３事業 

（９）病児保育事業（病児・病後児保育事業）         病児・病後児保育事業など計３事業 

（10）ファミリー・サポート・センター事業   

（11）妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健診） 母子健康手帳交付及び妊婦健康診査事業など３事業 

 

２ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供 新しい幼児教育と保育 

３ 子どもの遊び環境の整備  地域活動の育成（母親クラブ・子ども会）など計４事業 

４ 療育と就学等との連携  子ども発達支援センターなど計８事業 

５ 経済的に困窮する子どもの対策  母子・父子自立支援員の配置など計３事業 

６ 子どもの健康の増進   股関節脱臼検査など計６事業 

７ 子どもの教育環境の整備  学校栄養教諭による食指導の実施など計 19 事業 

８ 子ども等の安全の確保  街頭補導活動事業など計 10 事業 
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４ 第２期プランの骨子 

（１）基本理念 

第２期プランの基本理念は、第１期プランと同様に「ひとの絆で紡ぐ笑顔の輪」とします。  

これは、子どもと子育てをする人、それを支援する人、地域で生活する人など、みんなが満足

するために、どんなまちを目指していくのかを考えて表現したものです。  

 

（２）基本的な考え方 

基本理念に基づくプランの実施にあたっては、第１期プランと同様に「子どもを支える」「子育

てを支える」という２つの視点に着目しています。  

それは、従来、子どもや保護者は常に守られ、支援され、サービスを受ける側にいつもいると

いう発想だったのが、そうではなく、子どもの成長や発達に応じて、子どもや保護者の立場が様々

なかたちに変化することに着目したものです。 

子どもたちの行動をみると、子ども自身がより幼い子を助けています。子育て支援のボランテ

ィアは、子どもの笑顔に癒され、やりがいを感じることもあります。  

支援する人と支援される人とは、別々にいるわけではなく、同じ人であっても時には支援され、

時には支援する側にまわる、という関係を表現したものです。  

 

 

 

 

 

 

 

（３）３つの視点 

基本理念の「ひとの絆で紡ぐ笑顔の輪」をかたちにするため、具体的な事業を、子どもと保護

者との相対的な関係から、「安全」「安心」「笑顔」の観点から分類しています。  

それは、命と健康を守る「安全」な取り組みをベースにし、各種の子育て支援サービスにより

「安心」な環境をつくり、そのうえに、あそびや体験活動などを通して子どもは成長する喜びを

感じ、また、保護者が子育てを楽しみ、支援者もやりがいを感じて「笑顔」を引き出す、という

３つの視点から各種の事業をバランスよく展開していくものです。  

 

（４）基本目標と事業展開 

第１期プランでは、地域における子育ての支援、母と子どもの健康の確保・増進のほか、職業

生活と家庭生活との両立の推進など、次世代育成支援行動計画を兼ね備え、６つの分野にわたる

子ども・子育てのビジョン 

『ひとの絆で紡ぐ 笑顔の輪』 

 

基本的な考え方（２つの視点） 

『子どもを支える』『子育てを支える』 
 

３つの視点から事業を展開 

「安全」 「安心」 「笑顔」 
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施策目標で構成していました。  

第２期プランにおいても先に 10 年間延長になった次世代育成支援行動計画を兼ね備えること

とし、子どもの貧困、児童虐待を新たな課題に盛り込み、組み替えます。 

その結果、第２期では、第１期プランにある６つの分野のうち、２つの分野を統合して、第１

期プランの施策目標４「職業生活と家庭生活の両立」と、施策目標５「子ども等の安全の確保」

とを統合し、「安心して子どもを産み育てることができる環境の整備」としてまとめています。  

また、第１期プランでは、経済的支援と児童虐待とを合わせた施策目標６「支援を必要とする

児童への取組の推進」を設けていましたが、これを「児童虐待の防止」と、「子どもの貧困対策と

ひとり親家庭の自立支援」とに分け、新たに２つの施策目標とします。 

これにより、次の６つの基本目標に改編し、それぞれにおける事業の方向は次のとおりです。  

 

基本目標１ 幼児期の学校教育・保育の充実と地域における子育ての支援 

①幼児期の学校教育・保育の充実 

②子育て支援サービスの充実 

③児童の健全育成 

④世代間交流の推進 

 

基本目標２ 子どもと保護者の健康の確保・増進 

①子どもと保護者の健康の確保 

②食育の推進 

③思春期保健対策の充実 

④小児医療の充実 

⑤障がい児施策の充実 

 

基本目標３ 子どもの教育とあそび環境の充実 

①次代の親の育成 

②学校の教育環境等の整備 

③家庭や地域の教育力の向上 

④ 有害環境対策の推進 

⑤ 児童療育の充実（障がい児施策の充実を含む） 

⑥あそび環境の充実 

 

※児童療育の充実に移行 
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基本目標４ 安心して子どもを産み育てることができる環境の整備 

① 仕事と家庭との調和 

② 子育てしやすい住環境 

③ 安全な道路交通環境の整備 

④ 安全・安心なまちづくりの推進 

 

基本目標５ 児童虐待の防止 

➀ 虐待防止対策の充実 

②  児童虐待への迅速な対応 

③ 虐待を受けた子どもと家庭の支援 

 

基本目標６ 子どもの貧困対策とひとり親家庭の自立支援 

① 相談支援 

② 教育支援 

③ 保護者や子どもの生活支援と就労支援 

④ 子どもや保護者への経済的支援 
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479 447 427 391 389 374 363 351 342 

503 501 471 446 409 406 391 380 368 

548 517 502 477 452 415 412 397 386 

529 545 511 
503 478 453 416 413 398 

584 535 557 
519 

510 
484 459 422 419 

592 
588 

539 
569 

531 
521 

494 
469 432 

3,235 
3,133 

3,007 
2,905 

2,769 
2,653 

2,535 
2,432 2,345 

0
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H28年
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H31年
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R4年

（2022）
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（2023）

R6年

（2024）

５歳

４歳

３歳

２歳

１歳

０歳

(人)

※各年４月１日推計値

1,530 1,465 1,400 1,314 1,250 1,195 1,166 1,128 1,096 

1,705 1,668 1,607 1,591 1,519 1,458 1,369 1,304 1,249 

1,776 1,767 1,782 1,740 1,699 1,636 1,618 1,542 1,480 

1,900 1,892 1,866 1,815 1,797 1,802 1,760 1,718 1,652 

2,096 2,045 1,962 1,916 1,897 1,866 1,815 1,797 1,802 

2,222 2,126 2,101 2,091 2,048 1,972 1,926 1,907 1,876 

11,229 10,963 10,718 10,467 10,210 9,929 9,654 9,396 9,155 

0
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６～８歳

３～５歳

０～２歳

(人)

※各年４月１日推計値

５ 子ども・子育て支援事業計画 

（１）児童人口の予測 

住民基本台帳人口ならびに出生率の実績値をもとに、０歳から 17 歳までの児童人口を推計す

ると、令和２年から同６年までの第２期プランの期間中に、０歳から 17 歳までの児童人口は、約

１千人減少する見込みとなっています。  

第２期プランの期間中、年齢のより低い児童の減少幅が大きく、就学前児童が 424 人減少、小

学生が 364 人減少する見込みです。  

 

０～17 歳人口の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28～31 年は住民基本台帳 

 

就学前児童数（０～５歳）の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28～31 年は住民基本台帳 
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569 603 593 538 568 530 520 493 468 

588 571 608 592 537 567 529 519 492 

619 593 581 610 594 539 569 530 520 
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※各年４月１日推計値

小学生児童数（６～11 歳）の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28～31 年は住民基本台帳 
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（２）教育・保育提供区域の設定 

教育・保育の提供区域について、市内を分割して考えることはせず、第１期と同様に市内を一

つの区域として設定します。 

 

（３）幼児期の学校教育・保育の充実 

①幼児期の学校教育・保育の量の見込み 

第２期の期間中の幼稚園、保育所を利用する児童の見込み数について、人口推計値をもとに、

去る７月に実施した子どもをもつ世帯に対するニーズ調査の回答を用いて推計します。  

これにより、第２期の期間中、令和２年度から令和６年度まで、幼稚園、保育所、認定こども

園の入所児童数がどれくらい減少するかが見通せます。  

その結果、幼稚園（１号認定）で、803 人から 660 人に、143 人減少する見通しです。幼稚園

利用者のうち、保育所（２号認定）利用にも該当する児童数は、約４割を占めています。 

次いで、２号認定の児童は、633 人から 520 人、０歳から２歳児（３号認定）のうち０歳児は、

143 人から 126 人、１・２歳児は、381 人から 333 人にそれぞれ減少する見通しです。  

すなわち、保育所を利用する見込みの児童数は、２号認定、３号認定を合わせると第２期の期

間中に、178 人減少すると予想できます。  
 

幼児期の学校教育・保育の量の見込み（人） 

年度  

１号認定 

２号認定 
３号認定 

うち保育を必要とする事由に該当するが 
幼稚園を希望 

０歳 1・2 歳 

Ｒ２ 803 320 633 143 381 

Ｒ３ 771 308 607 137 363 

Ｒ４ 724 289 570 133 355 

Ｒ５ 689 275 543 129 344 

Ｒ６ 660 263 520 126 333 

 

② 教育・保育の提供体制の確保内容及びその実施時期 

１号から３号認定に該当する児童数の見込みに対して、幼稚園・保育所・認定こども園に相当

する特定教育・保育施設、定員 19 人以下の小規模保育施設、さらに認可外保育施設などを合わせ

て、期間中に受入枠を確保できる保育所施設との関係が予測できます。  

その結果、３号認定のうち、０歳児は利用児童数の見込みに対して、受入枠を確保できない状

態が令和４年度まで生じます。他の年齢の児童については、令和 2 年度当初から受入れに余裕が

ある状況です。 

児童数の減少にともない、令和６年度には、幼稚園で 177 人、保育所で 230 人の余裕が拡大す

る状況が見込まれています。  
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教育・保育の提供体制の確保内容及びその実施時期 

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

１号 ２号 
３号 

１号 ２号 
３号 

１号 ２号 
３号 

0 歳 1・2 歳 0 歳 1・2 歳 0 歳 1・2 歳 

①量の見込み 803 633 143 381 771 607 137 363 724 570 133 355 

②確保
の内容 

特定教育・保育
施設 

837 603 115 347 837 603 115 347 837 603 115 347 

特定地域型保
育事業(小規模
ほか） 

  13 61   13 61   13 61 

その他（認可
外、企業主導型
ほか） 

 42 6 39  42 6 39  42 6 39 

 

 

令和５年度 令和６年度 

１号 ２号 
３号 

１号 ２号 
３号 

0 歳 1・2 歳 0 歳 1・2 歳 

①量の見込み 689 543 129 344 660 520 126 333 

②確保
の内容 

特定教育・保育
施設 

837 603 115 347 837 603 115 347 

特定地域型保
育事業(小規模
ほか） 

  13 61   13 61 

その他（認可
外、企業主導型
ほか） 

 42 6 39  42 6 39 

 

③ 世代間交流の推進 

 保育所等が地域の活動の拠点として、地域の人々との交流や老人福祉施設への訪問など、就学

前児童と地域の人々との世代間交流を促進していきます。  

 

（４）子育て支援サービスの充実と地域子ども・子育て支援事業 

地域の実情に合わせて実施する地域子ども・子育て支援事業に該当する 13 の事業について、

令和元年７月に実施したニーズ調査に基づき量の見込みを算出し、それに対する確保策を検討す

ると、いずれの事業についても、提供可能な状況にあります。  

 

① 利用者支援 

【事業内容】子どもや保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利

用について情報収集を行うとともに、それらの利用に当たっての相談に応じ、必要な助言を

行い、関係機関等との連絡調整等を実施する事業。 

【提供体制の考え方】子育て総合支援センターでは、保育士、臨床心理士、家庭相談員が常駐

し、保健センターの保健師、幼児ことばの教室の言語聴覚士などとも連携して総合的な相談

対応に取り組んでいます。第２期計画においても、現在の提供体制を継続する見込みであり、

国が定める利用者支援事業とは、異なる体制でサービスを提供していきます。 
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② 地域子育て支援拠点事業 

【事業内容】乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、

情報の提供、助言その他の援助を行う事業。 

【提供体制の考え方】期間中、公立２か所、私立３か所での実施を予定しており、現在の提供

体制で計画期間中も確保できる見込みです。  
 

 R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み【人】 20,558 19,653 19,176 18,551 18,025 

確保の内容【か所】 ５ ５ ５ ５ ５ 

 

③ 妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健診）  

【事業内容】妊娠の届け出があった妊婦に対し、健康診査等を妊娠前期、後期に専門の医療機

関に委託して実施し、妊婦の健康保持・増進を図る事業。 

【提供体制の考え方】医療機関において実施しており、現在の提供体制で計画期間中も確保で

きる見込みです。 
 

  R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み 
受診票交付件数【件】 433 413 394 376 359 

健診回数【件】 4,646 4,432 4,228 4,034 3,490 

確保の内容 
受診票交付件数【件】 433 413 394 376 359 

健診回数【件】 4,646 4,432 4,228 4,034 3,490 

 

④ 乳児全戸訪問事業 

【事業内容】保健師または助産師が、生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、乳児の発育・

母親の健康状態を把握し、指導や助言、情報提供を行うことで、育児不安を解消するととも

に孤立化を防ぐことを目的とした事業。 

【提供体制の考え方】現在の提供体制で計画期間中も確保できる見込みです。  
 

  R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み 訪問件数【件】 245 230 220 210 200 

確保の内容 訪問件数【件】 245 230 220 210 200 

 

⑤ 養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク事業  

【事業内容】養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助

言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保、また、要保護児童対策協議会

（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構

成員（関係機関）の専門性強化とネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業。  

【提供体制の考え方】保健センターや子育て総合支援センターが、児童相談所など関係機関と

協力し、養育支援の必要な家庭を対象に取り組む体制を継続していく見込みです。 
 

  R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み 訪問件数【件】 818 803 793 783 773 

確保の内容 訪問件数【件】 818 803 793 783 773 
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⑥ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

【事業内容】保護者が、疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難

となった児童について、児童養護施設等において、養育・保護などを行う事業。 

【提供体制の考え方】児童養護施設ならびに里親と契約し、計画期間中も受入れることができ

る見込みです。 
 

  R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み 延べ利用日数【人日】 311 298 284 273 263 

確保の内容 
延べ利用日数・短期入所【人日】 411 411 411 411 411 

延べ利用日数・夜間養護【人日】 19 19 19 19 19 

 

⑦ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）  

【事業内容】地域において、児童の預かり等の援助を希望する人と、援助を行う人との相互援

助活動に関する連絡、調整を行う事業。  

【提供体制の考え方】現在の提供体制で計画期間中も確保できる見込みです。事業の周知に努

めるとともに、講習会を継続開催し、会員の確保を図っていきます。 
 

  R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み 利用想定人数【人日】 485 476 468 452 434 

確保の内容 利用想定人数【人日】 520 520 520 520 520 

 

⑧ 一時預かり事業 

【事業内容】家庭において保護者が病気等で、一時的に育児を受けることが困難となった乳幼

児について、主として昼間において、保育所等で一時的に預かり、必要な保育を行う事業。 

【提供体制の考え方】すべての幼稚園において、幼稚園終了後、在園児の預かり、保育を実施

するとともに、公立・私立の保育所における提供体制で計画期間中も確保できる見込みです。  
 

  R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み 利用想定人数【人】 41,401 39,676 37,272 35,508 34,016 

確保の内容 

実施か所数 認定こども園・幼稚園【か所】 8 8 8 8 8 

実施か所数 保育所【か所】 2 2 2 2 2 

利用想定人数 保育所【人日】 25 25 25 25 25 

 

⑨ 延長保育事業 

【事業内容】保育認定を受けた子どもについて、保育標準時間（11 時間）または保育短時間（８

時間）の利用時間の前後の時間において、保育を実施する事業。  

【提供体制の考え方】市内認可保育所において、今後も各認定区分に対応する保育時間を超え

て保育が必要な世帯を対象に、現在の提供体制で計画期間中も確保できる見込みです。  
 

  R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み 延べ利用人数【人】 323 310 296 284 274 

確保の内容 
利用想定実人数【人日】 600 600 600 600 600 

実施か所数【人日】 13 13 13 13 13 
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⑩ 病児保育事業（病児・病後児保育事業）  

【事業内容】子どもが病気の時や病気の回復期にあるため、保育所等での集団保育ができない

時などに、専用の施設で一時的に保育を行う事業。  

【提供体制の考え方】公立１か所、私立１か所で実施しており、現在の提供体制で計画期間中

も確保できる見込みです。  
 

  R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み 利用想定人数【人日】 741 710 679 651 628 

確保の内容 

実施か所数 病児対応型【か所】 1 1 1 1 1 

実施か所数 病後児対応型【か所】 1 1 1 1 1 

利用想定人数 【人日】 6 6 6 6 6 

 

⑪ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  

【事業内容】保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、放課

後に児童館等を利用して、主体的なあそびや生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業。  

【提供体制の考え方】計画期間中、小学生の児童の人口は減少が見込まれ、これにともない放

課後児童クラブの利用希望も減少することが予想され、提供体制が確保できる見込みです。 
 

  R2 R3 R4 R5 R6 

量の見込み 
利用者数低学年【人】 738 711 708 670 642 

利用者数高学年【人】 462 463 452 441 425 

確保の内容 
定員【人】 1,040 1,040 1,040 1,040 1,040 

実施か所数(支援数)【か所】 26 26 26 26 26 

 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業  

【事業内容】保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が

支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事へ

の参加に要する費用等を助成する事業  

【提供体制の考え方】市内幼稚園の総てが新制度に移行し、また令和元年 10 月からの幼児教

育無償化に伴い、保護者の経済的な負担が変わりました。生活保護世帯等に対する実費徴収

費用の助成については、各園の状況や、費用負担の内容を精査し、検討します。 

 

⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業  

【事業内容】新規参入事業者に対する相談・助言等巡回支援や、私学助成（幼稚園特別支援教

育経費）や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要な子どもを認定こども園で受

け入れるための職員の加配を促進するための事業  

 【提供体制の考え方】新規参入施設等があった場合に、新規施設等に対する実地支援、相談、

助言などを行います。新規参入が見込まれた場合に、参入者の施設等経営実績等から事業実

施の必要性を総合的に検討します。特別な支援が必要な子どもを受入れるための職員の加配

については、子どもの教育・保育環境確保のため、事業者に対する周知に努めます。  
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６ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供と質的な向上 

７月に実施したニーズ調査の結果によると、就学前児童の母親はこの５年間で「フルタイム」

が 22.0％から 27.９%に増加、「以前はしていたが現在は就労していない」が 42.5％から 36.7％に

減少し、女性の就労が顕著に進むなど、保護者の働き方が大きく変化しています。  

子育てと仕事とを両立するうえで、働き方も多様化しています。就労時間の変化など、働き方

に合わせた幼児教育と保育の提供に努めることがより一層求められていることはもちろんですが、

何よりも、子どもたちにとって、保育所、幼稚園いずれであっても、楽しく豊かな体験ができる

ことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）幼児教育と保育との一体的な提供 

保育所の場合、保護者が仕事を辞めたときなどは、利用の要件を満たさなくなるため退所しな

ければなりません。そこで、保護者の働き方が変わっても子どもが移園する必要がない認定こど

も園の普及により幼児教育と保育との一体的な提供が可能となります。あわせて、認定こども園

に設置される子育て支援センターでは、情報交流などを通して地域との関係づくりにも取り組ん

でいます。 

 

（２）幼児教育と保育の質の確保 

幼児教育と保育の質の確保のためには、職員の配置基準を満たすことは当然ですが、各園の特

色づくりなど継続的な取り組みが重要です。 

しかしながら、保育士、幼稚園教諭の不足が近年の課題となっており、今後、児童数の減少に

ともない、徐々に状況は好転していくと予想されるものの当面は人材確保が課題になっています。 

また、保護者から寄せられた意見からも、各幼稚園や保育園の教育・保育の取り組みに対する

関心が高まっていることが伺えます。  

そこで、保育士等の確保に取り組むとともに、教育・保育の質の向上を図るため、他園との交

流、職員の研修機会を確保します。そのために、主任保育士会の活動など研修機会をもつための

施策に取り組みます。  

フルタイム

27.9%

フルタイム（産休・育

休・介護休業中）

6.0%

パート・アルバイト等

25.2%

パート・アルバイト等（産休・育

休・介護休業中）

1.5%

以前はしていたが現在は

就労していない

36.7%

これまで就労したことがない

1.3%

無回答

1.3%

就学前児童、母親の就労状況（2019.7）n=670

フルタイム

22.0%

フルタイム(産休･育

休･介護休暇中)

6.1%
パート・アルバイ

ト等

19.1%

パート・アルバイト等(産

休･育休･介護休暇中)

1.9%

以前は就労していたが現在

はしていない

42.5%

これまでに就労した

ことがない

4.8%

無回答

3.6%

就学前児童、母親の就労状況（2013.12）

n=691
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７ 子どもの教育とあそび環境の充実 

児童数の減少が見込まれる状況であっても、子どもが主体的かつ個性豊かに生きる力を育成す

る教育の取り組みがより重要であり、学校経営、学校力の向上が求められています。  

また、放課後、公園などで外あそびする児童が、前回調査と比べて、減っている状況がニーズ

調査の数字上からも確認でき、あそびを通して子どもたちが社会性を養い、思い切り身体を動か

すことができる環境づくりが求められています。  

 

（１）次代の親の育成 

幼児と中学生、高校生とがふれあう取り組みであり、各保育所や子育て支援センターなどで実

施している現在の取り組みを継続することが必要と考えています。  

 

（２）学校教育の教育環境等の整備 

学力向上対策事業として、各学校で進めている「教えて考えさせる」授業スタイルによる統一

感のある授業や学級集団づくり、学習スキルの向上によって子どもたちの学びに向かう力の育成

に取り組んでいきます。 

いじめ、不登校、保護者の悩みや不安を学校とともにサポートし、子どもたちの育ちと学びを

支えるため、設置している教育支援センター事業の充実に取り組んでいきます。  

また、小中学校の耐震化はひと通り終わってはいますが、設備の老朽化等が進んでいる学校な

どもあり、計画的な整備に取り組むことが必要になっています。  

 

（３）家庭や地域の教育力の向上 

教育委員会では、社会に開かれた教育課程の実現、コミュニティ・スクールの拡大、地域ボラ

ンティアの活用などに取り組んでおり、その中で例えば、総合的な学習の時間帯における外部人

材の活用となります。  

また、生涯学習センター「いわなび」などを会場に、子どもたちの休日を使って学習活動や体

験活動を通じて心や身体を育む「いわみざわチャレンジスクール」の取り組み、そして、子ども

会活動など青少年育成事業などの施策を充実させることが必要と考えられます。  

 

（４）有害環境対策の推進 

子どもたちの非行防止活動に取り組むＰＴＡの代表を中心とした環境浄化モニターの巡回活動

や子どもたちを取り巻く環境の調査などに引き続き取り組んでいきます。 
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（５）児童療育の充実（障がい児施策の充実を含む） 

児童療育については、子育て総合支援センターが中心となって幼児ことばの教室や発達支援事

業所による早期療育などに取り組みます。また新たに、令和元年度から導入している子どもの成

長記録ファイルの普及は、子どもたちが成長過程で、環境の変化に左右されないきめ細やかな支

援を受ける視点での施策になります。  

 

（６）あそび環境の充実 

平日の放課後 16 時から 18 時の過ごし方を見ると、この５年間で「公園などで友だちと遊ぶ」

割合が低下し、「保護者や祖父母等の家族・親族と過ごす」が増加しています。  

子どもたちが、あそびを通じてたくさんの人と関わることで、社会性を身に着け、健康に育つ

ことから、子ども会など地域での交流や保育所で実施している小中学生など様々な年代の人とふ

れあいながら、楽しくあそべる環境をつくる取り組みなどが重要だと考えられます。 

また、地域の公園は子どもやお年寄りはもちろん、障がいのある方にも使用してもらえるよう、

利用者の意見を取り入れた整備に努めていきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.6

22.2

18.0

11.6

9.1

3.2

3.0

2.6

2.1

1.1

0.0

1.3

2.2

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

公園などで友だちと遊ぶ

保護者や祖父母等の家族・親族と過ごす

クラブ活動や地域の活動をしている

学習塾や習い事に行く

放課後児童クラブで過ごす

児童館などの公共の施設にいる

家で兄弟姉妹と子どもだけで過ごす

家で一人で過ごす

友だちの家にいる

学校にいる

ベビーシッターなどと過ごす

その他

無回答

％

平日の放課後の過ごし方（2013.12）n=845

小学生 夏：16-18時
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８ 安心して子どもを産み育てることができる環境の整備 

女性の就業が就学前児童をもつ親の段階から増加している状況を踏まえ、子育てと仕事との両

立、働き方に合わせた幼児教育と保育の提供、そして何よりも子ども自身が幼児期から楽しく豊

かな体験機会に恵まれることが重要だと考えられます。  

 

（１） 仕事と家庭との調和 

幼児教育と保育、各種の子育て支援サービスの提供により、仕事と子育ての両立支援に取り組

むとともに、ワーク・ライフ・バランスを推進するため、市民や事業者に対し、働きやすい職場

環境づくりに向けた意識啓発や各種制度に関する情報提供に取り組んでいきます。  

 

（２） 子育てしやすい住環境 

市や北海道の公営住宅政策として、近年、子育て世帯が優先的に入居できる「子育て支援住宅」

が導入されています。市営住宅の整備にあたっては、未就学児童を含む３人以上の世帯を対象に、

特定住戸を設定します。また、地域子育て支援センターや児童館、地域親子ひろばなどを拠点と

した交流事業や子育てに関する情報発信、各種の子育て支援サービスとの連携も視野に住環境整

備に取り組んでいきます。  

 

（３） 安全な道路交通環境の整備 

ベビーカーや車椅子に配慮した舗装や、ユニバーサルデザインの推進を図るため、新たに建設

される公共建築物の多目的トイレの設置に努めるとともに、既存施設については、利用者の用途

等に応じた、必要な整備を行っていきます。  

 

（４） 安全・安心なまちづくりの推進 

交通安全教室等を通じ、幼少期における交通マナー等に関する理解を深める安全教育を推進し

ていきます。また、地域の安全・安心を確保するため、市防犯協会と連携した防犯啓発活動を推

進するほか、市や町会で管理する街路灯の維持管理や新設等の支援に取り組んでいきます。  

  



 

27 

９ 児童虐待の防止 

日頃から児童に接している保育所、幼稚園あるいは児童発達支援事業所などが、児童虐待など

子どもにとってリスクが高い家庭に接する機会は、近年増加しています。  

児童虐待の防止については、児童虐待に関わる部門の関係者の意見を参考に、以下の３つの視

点で施策に取り組みます。 

 

（１）虐待の防止 

令和元年６月から７月に、保育所、幼稚園、児童発達支援事業所などを対象に実施した「虐待

リスクの高い家庭に関するアンケート調査」によれば、リスクが高いと思われるケースは、家の

中が汚い、又は子どもが不潔である（68％）、発達の遅れが感じられるが、受入れようとしない

（56％）、気持ちが変わりやすく機嫌の良し悪しの幅が大きい（52％）となっています。  

児童虐待を未然に防ぐため、相談窓口のＰＲ、幼稚園・保育所・学校等との情報共有、虐待対

応に関する学習会などを開催します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）児童虐待への迅速な対応 

虐待が起きた時は、要保護児童対策地域協議会への迅速な情報集約と児童相談所、警察など関

係機関と連携して対応にあたります。 

 

（３）虐待を受けた子どもと家庭の支援 

虐待を受けた子どもと家庭の支援については、医師、看護師、保健師等の専門職が連携し、相

談支援にあたります。 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

68.0

56.0

52.0

48.0

48.0

44.0

40.0

40.0

32.0

24.0

20.0

16.0

8.0

4.0

12.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

家の中が汚い、又は子どもが不潔である

発達の遅れが感じられるが、受け入れようとしない

気持ちが変わりやすく機嫌の良し悪しの幅が大きい

知的の遅れがあるなど、育児能力に不安がある

子どもに愛情を示さず、育児にも関心がない

子どもが保護者の顔色を伺っている

家族構成が複雑である

経済的に不安定で、生活に困っている

子どもに過度の期待をかけて、厳しく接している

夜間保護者が外出し、子どもだけで過ごしている

高齢であるなど、育児をするのに身体的に辛そう

面会の約束を守らず、連絡がつかない

アザがあったり、周りの反応におびえた様子がある

アルコールの臭いがしたり、酔っている

その他

％
児童虐待：リスクが高いと思われるケース ｎ=25
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10 子どもの貧困対策とひとり親家庭の自立支援 

子どもの貧困対策とひとり親家庭の自立支援については、児童虐待防止とともに、相談現場な

ど関係者の意見を参考に、経済的に厳しい環境におかれることの多いひとり親家庭の自立を目指

した重要な施策に取り組みます。 

 

（１）相談支援 

令和元年７月のニーズ調査結果によれば、子育てに関する不安感や負担感は、世帯年収が 200

万円未満の世帯で、感じる割合が高くなっています。  

子どもをもつ保護者にとって、経済的な安定が子育ての不安や負担の軽減にとって重要であり、

貧困世帯やひとり親家庭の自立支援のために、それぞれの家庭に沿った情報提供や相談窓口を設

け、孤立を防ぐ取り組みにあたります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）教育支援 

令和元年７月のニーズ調査結果（小学生）によれば、世帯年収が 400 万円未満の世帯は、ＰＴ

Ａなどの自主活動への参加率が低く、参加意向も低い状況になっています。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

10.0

4.8

9.2

8.1

11.1

14.8

36.0

23.8

34.2

34.6

42.4

33.0

37.4

52.4

35.5

41.1

32.3

36.5

9.5

11.9

11.2

8.5

8.1

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

200万円未満

200～400万円

400～600万円

600～800万円

800万円以上

ｎ＝772子育てに関する不安負担感（小学生、世帯年収別）

まったく感じない

あまり不安や負担は感じない

何となく不安や負担を感じる

非常に不安や負担を感じる

なんともいえない

無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

7.6

8.7

7.2

7.2

6.3

10.4

38.4

23.9

36.2

41.3

39.3

38.8

39.1

56.5

38.8

37.5

39.3

37.3

8.2

8.7

7.9

9.1

7.1

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

200万円未満

200～400万円

400～600万円

600～800万円

800万円以上

ｎ＝670子育てに関する不安負担感（就学前児童、世帯年収別）

まったく感じない

あまり不安や負担は感じない

何となく不安や負担を感じる

非常に不安や負担を感じる

なんともいえない

無回答
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機会格差が顕在化していない幼児期の段階から誰もが教育と保育を受けられる環境を整えるこ

と、学校現場では放課後学習など、教育の充実のほか、学習塾の活用など多様な学習機会の提供、

キャリア教育などを通した高等教育への進学を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 保護者や子どもの生活支援と就労支援 

保護者や子どもの就労支援にあたっては、キャリア教育の実施、ひとり親家庭の就業支援や高

等職業訓練などにより自立を支援します。 

 

（４）子どもや保護者への経済的支援 

就学児については、現在、実施している就学援助、医療費補助などに引き続き取り組むととも

に、就学前児童についても、経済的支援の拡充に取り組み、子どもたちが健やかに成長できる環

境を整えていきます。 
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8.1

14.8

29.5

54.8

36.8

28.0

26.8

20.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

200万円未満

200～400万円

400～600万円

600～800万円

800万円以上

n=772自主活動の参加状況（小学生、世帯年収別）

よく参加している ときどき参加している

参加していないが今後参加したい 参加しておらず今後も参加しない

無回答
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11 計画の推進 

（１）計画の優先順位 

各事業を「安全」「安心」「笑顔」に分類し、「安全」に分類される事業から優先的に取り組むと

こととします。 

「安全」は子ども・子育て支援の基礎となる施策です。ここに分類される事業は最も優先度が

高く、計画期間内の５年間ですべて実施することを目指しています。  

「安心」は身近な取り組みが多く、財源の確保等様々な観点から、年度ごとに優先順位を判断

していきます。 

「笑顔」は市が特色ある施策として取り組むもので、子どもと子育ての未来を展望します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の推進体制 

福祉や保健などの市の各部門、保育所、幼稚園、学校など、各機関が連携して取り組みます。

また、社会情勢の変化に柔軟に対応し、毎年、事業の見直しを行うこととします。 

優先する施策の考え方と予定する主な事業 
 

安全  安心  笑顔  

子どもと子育てを支える 

セーフティネット 

 

計画期間内の実施を目指す 

将来を見通せる子育て支援サービスや 

経済的基盤  

 

財源等により優先順位を考慮して実施  

社会と関わり成長できる喜びや希望  

 

 

特色ある事業として政策的に実施  

検討中の【新規事業】【拡充事業】 ※別表参照  

・児童虐待防止の学習会によるネットワークづく

り 

・産後ケア 

・子どもサポート教室の開催  

・無料学習会の送迎  

・保育士等の確保  

・成長記録ファイルの普及  

・放課後児童の早期預かり 

・子どもの体験活動の支援  

主な【継続事業】 

病児病後児保育事業  

 児童が病気で集団保育が困難な期間専用スペ

ースで一時的に預かります 

ファミリー・サポート・センター事業  

 会員相互による子育ての援助活動を支援しま

す 

産前・産後ヘルパー事業  

 産前・産後の子育て家庭にヘルパーを派遣し、

家事・育児を支援します 

特別育児支援ヘルパー事業  

 要支援児童がいる家庭にヘルパーを派遣し、家

事及び育児の支援を行います 

子育て短期支援事業  

 保護者が仕事等で一時的に保育が必要になっ

た場合、児童を児童養護施設等で預かります 

チャイルドホットライン 

 関係機関等が連携し、児童虐待や育児に不安

を抱える家族に向き合います 

生活困窮者自立支援  

 生活に困窮することにより、子どもの養育環境が

不安定にならないよう保護者の就業支援などを行

います 

留守家庭児童対策事業  

 児童館等で保護者が就労等により昼間家庭に

いない児童を受け入れます 

乳幼児健診事業  

 子どもの成長や発達に応じ健康診査を行います 

不妊・不育症治療費助成事業  

 不妊治療・不育症治療の受診者の治療費の

一部を助成します 

子育て支援センター事業  

 子育て支援センターを子育て支援拠点の「えみ

ふる」のほか市内４か所の保育園に設置します 

親子ひろば(常設・地域) 

 就学前児童と保護者等の子育てを地域で支えま

す 

子ども発達支援センター事業  

 発達の不安、障がいがある子どもにあった相談や

訓練を行います 

教育支援センター事業  

 スクールカウンセラー等の専門員が連携して児童

生徒の悩みや不安の解消などの解決を図ります 

母子等福祉事業  

 保護者の生活の安定と児童の健全育成を各種

給付金・援助金により経済的自立を支援します 

あそびの広場運営事業  

 全天候型遊び場を利用する子どもの心身の発

達を促し、専門職が連携して子育てできる環境を

提供します 

ブックスタート事業  

 絵本を介した親子のふれあいを促すため、絵本な

どをプレゼントします 

子ども会等健全育成事業  

 子どもたちが健やかに成長するため、スポーツ活動

や文化活動などを行います 

学力向上対策事業  

 子どもたちが将来、夢や希望を実現できるよう、

学力を伸ばす取り組みを進めます 

家庭教育事業  

 楽しく、自信をもって子育てできるよう、子どもの

成長や発達にあわせた子育て学習の機会を提供

します 

生活困窮者学習支援  

 生活に困窮する家庭の子どもたちが学習塾など

を利用し、学力を伸ばすことができるように支援しま

す 
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（３）計画の進捗状況 

プラン進行管理として、毎年の成果、計画全体の成果は、子ども・子育て会議に報告し、点検・

評価を行うこととします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別表）第２期岩見沢市子ども・子育てプランにおいて検討中の【新規事業】【拡充事業】 

 

事業名  

分類  

内容  

安全  安心  笑顔  

児童虐待防止の学習会に
よるネットワークづくり 

○   
 子どもと直接かかわる専門職間の児童虐待に対する問題意識を共有するため、学習機
会を設けることを検討します。 

子どもサポート教室の開催  ○  
 発達の遅れが見られる幼児とその保護者に対し、専門職と一緒に成長や発達の状況を
確認・共有できる集団の場を提供します。 

無料学習会の送迎  ○  
 経済的な負担なく学習会に参加することができるよう、所得に関係なく生徒が移動できる
方法を検討します。 

保育士等の確保  ○   保育士（及び幼稚園教諭）確保のため、支援策を検討します。 

産後ケア ○ ○   産後間もない母親の身体的な回復と心理的な安定を促進するための支援を行います。 

成長記録ファイルの普及  ○ ○ 
子どもが各ライフステージにおいて切れ目ない一貫した支援が受けられるよう、成長と発

達を記録する成長記録ファイルの普及にあたります。 

放課後児童の早期預かり  ○ ○ 
 学校休業日の早朝、放課後児童クラブを利用する児童を地域の協力を得て児童館等
に受け入れできるよう検討します。 

子どもの体験活動の支援  ○ ○  子どもを対象とする体験活動の支援を通して担い手の育成を検討します。 

 
 


